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NY マーケットレポート（2019 年 6 月 4 日） 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 外国為替市場では、トランプ米大統領が、「来週、メキシコからの輸入品に追加関税を課す」と発言した

一方、米中通商交渉を巡り中国政府が米国との対話を求めているとの報道が好感されたことから、通商問題

に対する懸念が後退し、米長期金利が上昇した。さらに、パウエル FRB 議長が利下げの可能性を示唆する発

言にも、ドルの下値を支えた。米主要株価指数が軒並み大幅上昇となったことや、米 10 年債利回りが上昇す

るなどを受けて、ドル/円は 108 円台を維持する動きとなった。 

 

主要な米経済指標結果 

4 月製造業受注指数（前月比） -0.8％（予想 -1.0％・前回 1.9％⇒1.3％） 

4 月の米製造業受注は、市場予想を上回ったものの、2 ヵ月ぶりのマイナスとなり、変動の激しい輸送機器を

除いた受注は+0.3％だった。統計データを見ると、耐久財は前月比-2.1％（前月+1.7％）となり、輸送機器

は-5.9％（+6.0％）、民間航空機は-25.2％、国防航空機は-2.4％、自動車・同部品は-1.7％だった。一方、

非耐久財は+0.5％となった。また、資本財は-3.5％（+6.3％）となり、国防関連を除く資本財は-5.1％（+2.6％）、

コア資本財は-1.0％（+0.3％）だった。国防資本財は+5.4％（+32.7％）。 

 

データを基に SBILMが作成 
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米主要株価指数は軒並み大幅上昇となった 

米株式市場は、パウエル FRB 議長が、「景気拡大を維持するため適切に行動する」と利下げの可能性に言及し

たことが好感され、主要株価は大幅上昇した。さらに、メキシコへの関税賦課に関して、共和党上院議員が

実施を阻止するかどうかを協議したとの報道もあり、貿易摩擦が軽減するとの見方も市場心理の改善につな

がった。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きが続き、終盤には一時前日比 523 ドル高まで上昇し、そして

512 ドル高と高値圏で終了し、上げ幅は 1/4 以来の 5 ヵ月ぶりの大きさとなった。一方、ハイテク株中心の

ナスダックは、194 ポイント高と 2.6％以上の大幅上昇となった。 
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株価の大幅上昇もあり、ドル円・クロス円は底固い動き  

序盤にシカゴ連銀総裁が金利は適切な水準にあるとの認識を示したことを受けて、前日のセントルイス連銀

総裁の発言を受けて高まっていた利下げ圧力がやや後退し、ドルは底固い動きとなった。しかし、トランプ

米大統領が、「来週メキシコからの輸入品に 5％の追加関税を課すだろう」と発言したことや、パウエル FRB

議長が「景気拡大を維持するため、適切な行動を取る」と発言したことが、利下げの可能性を示唆したと受

け止められたこともあり、ドルは上値の重い動きとなった。ただ、米中通商交渉を巡り、中国政府が米国と

の対話を求めているとの報道に加え、FRB 議長が利下げの可能性をほのめかしたことか好感されて、米主要

株価が軒並み大幅上昇したほか、米 10 年債利回りが 2.1003％から 2.1435％まで上昇したことも加わり、ド

ルの下げは限定的となり、再び底固い動きとなった。その後、ドルは上値の重い動きとなったが、ドル/円は

108円台を維持するなど、底固い動きが続いた。 

 

出所：総合分析チャート 
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お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい
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